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【緒　言】
知的能力障害者は肥満が多く、生活習慣病等のリ

スクが一般人よりも高い 1, 2）。多くの報告により、
知的能力障害者に肥満が多いことはもはや周知の事
実となっている。それゆえに、知的能力障害者の
体格の評価は重要視されている。近年では、身長
と体重から簡便に計算できる体格指数（Body mass 
index： 以下、「BMI」と略す）が全身の体脂肪量
を推定する因子となりうることを、知的能力障害者
でも確認されている 3）。本邦においても、知的能力
障害者を対象に BMI を用いた肥満の評価がなされ、
諸外国と同様に知的能力障害者は肥満が多いことが
報告されている 4, 5, 6）。

知的能力障害者に肥満が多い背景として、身体活
動量の低さが指摘されている 7, 8）。知的能力障害は
認知機能や社会性に困難さが生じる障害であること
から、同障害を有する者は運動をする機会が制限さ
れ、結果として身体活動量が低くなる。知的能力障
害者を対象にした、スペシャルオリンピックスとい
う活動は、彼らに対して、定期的なスポーツトレー
ニングと競技会の機会を与えている。その活動に参
加する知的能力障害者は、他の知的能力障害者より
も運動する機会に恵まれ、ひいては肥満予防へとつ
ながっている可能性がある。しかしながら、その実

態は依然として不明である。
そこで本研究では、スペシャルオリンピックスに

参加し、定期的な運動機会のある知的能力障害者を
対象にし、彼らの体格および運動習慣について明ら
かにすることを目的とした。

【方　法】
知的能力障害者 103 名（15 〜 49 歳、男性：69 名、

女性：34 名）を対象にした。対象者は、知的能力
障害者にスポーツ活動を継続的に提供する活動（ス
ペシャルオリンピックス）の参加者であった。測定
および調査に先立ち、対象者およびその保護者（同
意能力のある健常者）に対して、本研究に関する説
明をし、書面による同意を得た。本研究は、帝京科
学大学人を対象とする研究に関する倫理審査委員会
の承認を得た上で実施した。

身長は身長計を用いて 0.1 cm 単位で計測した。
体重は体重計を用いて 0.1 kg 単位で計測した。身
長と体重から BMI を算出した（BMI = （体重）/（身
長）2）。本研究では体格の指標として BMI を用い、
日本肥満学会の基準に基づいて 18.5 未満を「やせ」、
18.5 以上 25 未満を「正常」、25 以上を「肥満」と
分類した。

運動習慣の調査は、上記の対象者の内 73 名（15
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〜 49 歳、男性：50 名、女性：23 名）を対象に実
施した。調査内容は、新体力テスト実施要項 9）に
ある質問および選択肢（4 件法）の中から、運動
の実施頻度（「週 3 〜 4 日」「週 1 〜 2 日」「月 1 〜
3 日」「しない」）、実施時間（「30 分未満」「30 分
〜 1 時間」「1 〜 2 時間」「2 時間以上」）に関する
箇所のみを採用した。また、障害等級の調査も行
い、上記の対象者の内 68 名（15 〜 49 歳、男性：
47 名、女性：21 名）を分析対象にした。療育手帳

（自治体によって名称が異なる場合は、それに相当
する手帳）に記載されている障害等級（「重度（IQ20
〜 35 程度）」「中度（IQ35 〜 50 程度）」「軽度（IQ50
〜70程度）」）に基づいて分類した。すべての回答は、
知的能力障害のある本人とその保護者が同席の下
でおこなった。

体格および運動習慣に関して、他の報告 10, 11）と
の比較にはカイ 2 乗 - 検定を用いた。体格と運動の
実施頻度および実施時間との関連性、障害等級と体
格、運動の実施頻度および実施時間との関連性につ
いては、クロス集計を行い、カイ 2 乗 - 検定を用い
て検討した。有意水準は、p < 0.05 とした。

【結　果】
本邦の男性知的能力障害者の体格は「やせ」が

10%、「正常」が 70%、「肥満」が 20%であった（図 1）。
一般人の体格の構成割合 10）と比較し、その割合に
有意差が認められなかった。諸外国の男性知的能力
障害者の体格の構成割合と比較したところ、北米お
よびヨーロッパの構成割合 12）と有意差が認められた

（p < 0.05）。他方、本邦の女性知的能力障害者の
体格は「やせ」が 6%、「正常」が 79%、「肥満」が
15%であった（図 1）。一般人の体格の構成割合 10）と
の間に差がみられなかったが、東アジア、北米、南米、
ヨーロッパ、アフリカ・中東の体格の構成割合 12）と
有意な差がみられた（p < 0.05）。

運動の実施頻度は「週 3 〜 4 日」が 16%、「週
1 〜 2 日」が 58%、「月 1 〜 3 日」が 26%、「しな
い」が 0%であり、運動の実施時間は「30 分未満」
が 5%、「30 分〜 1 時間」が 21%、「1 〜 2 時間」が
58%、「2 時間以上」が 16%であった。運動の実施
頻度および実施時間いずれも一般人の報告 11）とは
有意に異なる結果となった（図 2）。運動の実施頻
度および実施時間は、体格と有意な関連性は認めら

図 1
a：男性の体格（BMI）の構成割合、
b：女性の体格の構成割合。
日本（健常者）のデータは厚生労働省「平
成 25 年 度 国 民 健 康・栄 養 調 査 」10）か
ら、諸外国の知的能力障害者のデータは
Temple et al. （2014）12）から引用した。#
は、本研究の体格の構成割合と有意差（p 
<0.05）が認められたことを示す。
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れなかった（表 1）。体格、運動の実施頻度および
実施時間は、障害等級と有意な関連性は認められな
かった（表 2）。

【考　察】
本研究では、本邦における運動習慣のある知的能

力障害者の体格および運動の実施時間、実施頻度を

示すとともに、それらの関連について検討した。主
な結果は次のとおりであった。本研究で対象にした
知的能力障害者の場合、体格の構成割合は本邦の一
般人と同等であり、諸外国の知的能力障害者より肥
満の割合が低い傾向がみられた（図 1）。運動の実
施頻度は一般人よりも高く、実施時間は一般人より
も長かった（図 2）。体格の構成割合と運動習慣の

図 2　
a：運動の実施頻度（本研究および健常者）、
b：運動の実施頻度（一般的な知的能力障害者）、
c：運動の実施時間（本研究および健常者）。
健常者のデータは文部科学省「平成 25 年度体力・運動能力
調査結果」11）から引用した。一般的な知的能力障害者のデー
タは笹川スポーツ財団「平成 25 年度 文部科学省『健常者と
障害者のスポーツ・レクリエーション活動連携推進事業（地
域における障害者のスポーツ・レクリエーション活動に関する
調査研究）』報告書」15）から引用した。# は、本研究の実施
頻度あるいは実施時間の構成割合と有意差（p <0.05）が認
められたことを示す。ただし、b に関しては a と質問項目が異
なったため、有意差検定を行わなかった。

表 1　
a：運動の実施頻度と体格（BMI）のクロス表。
b：運動の実施時間と体格のクロス表。

クロス表内の数字は、度数（人数）を示す。
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間に関連性は認められなかった（表 1）。障害等級
と体格および運動習慣との間に関連性は認められな
かった（表 2）。

男女ともに、本研究の対象となった知的能力障害
者の体格の構成割合は、健常者によって主として構
成される一般人のそれと同等であった（図 1）。知的
能力障害者は健常者よりも肥満の割合が高い、とい
う報告例が多い 2, 4, 5, 6, 8）。日本人を対象にした研究
でも、知的能力障害者の 42 〜 69%が肥満（BMI25
以上）と報告されている 5, 6）。その背景として、知的
能力障害者は認知機能や社会性に困難さを抱えてお
り、それにより活動の場や内容が制限される。本研
究の対象者は、スペシャルオリンピックスに継続して
参加する者であった。スペシャルオリンピックスは、
知的能力障害者に継続的にスポーツの場を提供する
活動である 13）。そして、そこには指導者がいて、一
貫したプログラムが提供されている。それゆえに、本
研究の対象者は、一般的な知的能力障害者よりも活
動の場や内容に制限されることがなかったと推察さ
れる。その結果として、本研究では肥満者の割合が
一般人と同等になったものと考えられる。

本研究の対象者と同じく、スペシャルオリンピッ
クスの活動に参加する諸外国の知的能力障害者の体

格の構成割合 12）と比較したところ、男性では北米
とヨーロッパ、女性では比較対象となった地域すべ
てで、本研究の対象者のほうが有意に肥満者の割合
が低かった（図 1）。一般人を対象にした、世界保
健機関の BMI に関するデータベース 14）を見ると、
日本を含むアジアは、男性の場合、アフリカと同等
である一方でそれ以外の地域よりも概して肥満者の
割合が低い傾向にあり、女性の場合、他の地域より
も肥満者の割合が低い傾向にあった。WHO の報告
と、スペシャルオリンピックスに参加する知的能力
障害者の報告を比較すると、一般人と同じような傾
向が見受けられた。したがって、本研究で見られた、
本邦の知的能力障害者の肥満者の割合が諸外国より
低いという結果は、国や人種、およびそれに伴う文
化（食習慣など）の違いによるものと考えられる。
今後のさらなる研究によって、この裏付けをしてい
く必要である。

運動習慣に関しては、本研究で対象にした知的能
力障害者のほうが、障害を有さない一般人を対象に
した報告 11）や一般的な成人知的能力障害者を対象
にした報告 15）よりも、運動の実施頻度が高い者、
および運動の実施時間が長い者の割合が高かった

（図 2）。本研究の対象者は、ほぼ毎週 1 回 90 〜 120

表 2
a：障害等級と体格（BMI）のクロス表。
b：障害等級と運動の実施頻度のクロス表。
c：障害等級と運動の実施時間のクロス表。

クロス表内の数字は、度数（人数）を示す。
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分のスポーツプログラム（スペシャルオリンピック
スの活動）に参加していた。結果の中で最も回答率
が高かった項目（実施頻度「週 1 〜 2 日」、実施時
間「1 〜 2 時間」：図 2）は、この活動を反映した結
果と考えられる。さらに、「週 3 〜 4 回」の頻度で
運動を実施していた者が 16%存在したことは、ス
ペシャルオリンピックスの活動に限定されていない
ことを意味している。つまり、スペシャルオリンピッ
クスに参加する知的能力障害者の中には、自主的に
運動に取り組んだり、他の活動や他競技の練習にも
参加したりする者も存在していたことを示唆する。

体格の個人差は、運動習慣（実施頻度、実施時間）
と有意な関連性が認められなかった（表 1）。本研
究の対象者の場合、前述のとおり、彼らの運動実施
の場は主としてスペシャルオリンピックスであるこ
とが伺えた（図 2）。このことを考慮すると、本研
究の場合、関連性を検討する上では運動習慣の個人
差が少なかった可能性がある。本研究の対象者の体
格の構成割合が一般人と同程度であったこと（図 1）
は、スペシャルオリンピックスの活動への参加が体
格に良い影響を及ぼしていたと推察される。また、
障害等級と体格、運動習慣（実施頻度および実施時
間）との間に有意な関連性が認められなかった（表
2）。この結果は、スペシャルオリンピックスが知的
能力障害の程度に関わらず、あらゆるレベルの方々
へ開かれた活動である、という活動理念 13）を現し
た結果と言えよう。今後の研究では、スペシャルオ
リンピックスに参加しない知的能力障害者も含めて
それらの関連性を検討することで、スペシャルオリ
ンピックスという運動機会が体格の個人差に与える
効果をより明確にすることができるだろう。

本研究の限界として、次の 2 点が挙げられる。第
一に、本研究では身体内部の構造や組成については
不明である。BMI は体脂肪率の推定因子 3）として
報告されているが、脂肪量や筋量を明らかにするも
のではなく、肥満やロコモティブシンドロームのリス
クを直接的に評価するものではない。第二に、運動
習慣に関して質問紙を用いて検討したが、身体活動
量・強度を実測したものではない。厚生労働省 16）で
は、一般人の場合、肥満や生活習慣病のリスクを下
げるために、中強度以上の運動（身体活動）を 60
分 / 日以上実施することを推奨している。本邦にお
ける知的能力障害者の肥満予防や運動との関連性を
検討する上では、これら 2 点について今後検討して
いくことが望まれる。

【まとめ】
本研究で対象にした知的能力障害者の体格の構成

割合は、知的能力障害者は肥満率が高いと言われて
きたこれまでの報告と異なり、一般人と同等であっ
た。さらに運動習慣に関しては、知的能力障害者は
不活動の傾向にあるという報告を支持しないばか
りか、対象者は一般人よりも運動の実施頻度が高
く、実施時間が長いことが明らかとなった。本研究
の対象者の体格の構成割合が一般人と同等の結果を
得られたことは高い運動習慣によるものと予想され
るが、本研究では対象者が同様の活動（スペシャル
オリンピックス）に参加していたために運動習慣の
個人差が小さく、運動習慣と体格の間に有意な関連
性を見出すことは難しかった。本研究により、本邦
の知的能力障害者の中であっても、活動的で、肥満
率が決して高くない集団が存在することが明らかに
なったことは、今後の知的能力障害者の健康管理に
おいて重要な知見といえる。
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